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〔第 13回学術集会シンポジウム：家族ケアをどのようにサービスとして組み立て，報酬の対象とするか〕

医療制度改革のポイントについて

厚生労働省医政局看護課在宅看護専門官

山田雅子

言うまでもなく我が国の人口は，少子化に伴って

急速な高齢化が進行しており，第一次ベビープー

マーたちが後期高齢者の仲間入りをする 2025年に

は，高齢者人口がピークを迎え，約3,500万人に達す

ることが予測されている．また，その時点での死亡者

数は年間 160万人であり，これは現状の 100万人に

比べると約50%の増加が推計されていることにな

る．人々の死亡場所の約80%が病院や診療所である

ことを考えると，それだけでも現在の病床を有効に

活用していかなければ この変化には対応していけ

ないと考えているところである．そこで地域にある

病院，診療所，訪問看護ステーションといった医療資

源を総動員し，それぞれが適切な機能分化と役割分

担をしつつ効率化を図っていくことが重要で、あると

されてきている．

現在厚生労働省が打ち出している医療構造改革

は，国民のあるべき健康と医療の在り方を踏まえた

医療費適正化の構図を整理しつつ，患者の視点に

立った，安全・安心で質の高い医療が受けられる体

制の構築を目指している（図1）.そこでの考え方は，

簡単に説明すると患者により良い医療の選択を促

し質の高い医療を提供し，そしてできるだけ短い期

間の入院を経て，家に帰っていただこうというもの

である．そして入院期間が短縮された分，退院後に必

要となる医療ニーズに対しても，その時点でとぎれ

てしまうのではなく，切れ目なく医療サービスを提

供できるシステムを地域単位で構築していこうとし

ており，そうすることによって，急性期医療機関の病

床を有効に活用することができ，さらに患者の生活

の質を高めることができると考えられている．

医療情報の提供による 匹τ｜｜医療機能の分化連携の推進によ~在宅医療の充実による患者
適切な医療の選択の支援 る切れ目のない医療の提供 の生活の質（QOL）の向上

0 介護保険等の様々な施策
~o 都道府県による情報の集 0 医療計画の見直しにより、脳卒中、 との適切な役割分担・連携
約と公表 がん、小児救急医療など事業別に、 も図りつつ、患者・家族が
→ 医療機闘が施設の医療 地域の医療連携体制を構築する。 希望する場合の選択肢とな
機能を都道府県に届け出 0 地域の医療連携体制内においては、 り得るよう、在宅医療の提
て都道府県がその情報を 地域連携クリテイカルパスの普及等を 供体制を地域において整備
分かりやすく情報提供す 通じて切れ目のない医療を提供する。 する。
る仕組みを制度化する。 0 医療計画において、脳卒

中、糖尿病、がん等の在宅
0 住民・患者に対し、自分 等での看取り率や在宅復帰
11 の住む地域の医療機能や医 I 率等について、数値目標を
療機関の連携の状況を医療 導入する。
計画により明示する。 0 24時間対応ができる在

0 広告できる事項を拡大す
宅医療や終末期医療への対
応に係る評価等、在宅医療

る。 時転院・退院後も考慮した適切な医療提 に係る診療報酬上の評価を
供の確保 充実する。

図1. 患者の視点、に立った，安全・安心で質の高い医療が受けられる体制の構築
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その実践方法の具体例として，地域連携クリニカ

ルパスという考え方が取り上げられ，地域医療の提

供体制を整備していこうと推進されている．これは，

病院単位で治療を完結させるのではなく，地域単位

で完結していけるようなシステムづくりが重要な要

素であり，そこでは医療機関や介護保険施設などが

機能分化し連携を図っていくことが期待されてい

る．

こうした方向付けの中で，中重度者の在宅療養支

援に対する充実が図られてきている．その一つが， 4

月の介護報酬改定に盛り込まれた療養通所介護の新

設である．これは，人工呼吸器装着や重度の呼吸不全

がある，あるいは血圧の変動が大きい等，医療ニーズ

と介護ニーズ、を併せ持つ在宅の中重度者に対し，看

護の機能を充実させた通所サービスを提供するとい

う新たなサービス体系である．療養通所介護を利用

することで，利用者本人の症状が安定することや家

族介護者のレスパイトに効果があったとされてい

る．

療養通所介護が介護報酬として制度化されるまで

には，それまで訪問看護として関わってきた看護師

たちが問題意識をもち，そうした中重度の療養者が

通所サービスへの要求を持っているが叶えられてい

ないことに対して，ボランテイア的に関わってきた

という経緯がある．それがモデル事業として次第に

形をなしそして報酬改定に関わる会議に資料が提

出されるまでには， 5年の歳月を必要とした．

新たな看護の取り組みが報酬という形で評価を受

けるためには，臨床現場における輝く看護実践があ

り，その効果がエピデンスとして記述され，それらを

さまざまな立場にある専門家が会する検討会におい

て，皆が理解できる形での資料としてまとめられ，議

論され，一定のコンセンサスを得るという一連のプ

ロセスを経ることが求められる．その際，輝く実践と

は，現在の医療制度改革の中で求められる要素を満

たしていることが必要で、あり，また，費用対効果につ

いてもエピデンスが得られると言うことが要求さ

れ，その作業は地道であり常に患者・家族とともに

あると言うことが重要で、あると考えている．

家族看護に関する看護技術の発展に際し一助にな

れば幸いである．




